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2009年度政務調査費の公表にあたって
2010年7月1日

日本共産党岡山県議団

団長　武田英夫

1. 　日本共産党県議団は毎年、政務調査費の会計帳簿と1円以上の領収書を全て「自主公表」してきました。2009年度から、岡山県議会として「政務調査費の支出が1万円超（ただし、支出額を按分した場合は、按分後の金額が１万円超）」の領収書を公表することになりました。

2. 日本共産党県議団としては、改正条例に従い議会全体と共同歩調で「政務調査費の支出が1万円超の領収書公表」を行うとともに、従来通り「1円以上＝全ての領収書」を県議会控室とホームページで自主公表するものです。
3. 今回の公表作業を通じて痛感したことは、「1万円超」の領収書は領収書全体の一部にとどまり、政務調査費の使途の全体像を把握することは困難だということでした。例えば、物品購入の場合、按分率が3分の一のものは、総額3万円以上のものであり、それ以下の物品は公表しなくてもよい仕組みとなっているのです。
その結果、日本共産党県議の場合、3人の1円以上の全ての領収書の合計は422件ですが、その内1万円超の支出は105件で、全体の25％に過ぎません。75％の領収書を公表しない仕組みそのものに大きな問題を感じざるを得ません。今後制度の改正を強く求めて行きたいと考えています。
4. 一人当たり年額420万円の政務調査費のうち、今回残余の返還をした金額は、①武田106万9043円、②森脇126万6523円、③赤坂66万4073円であり、団全体の合計は299万9639円です。
5. 岡山県議会は平成21年6月「政務調査費マニュアル」を県議会全会派の総意で作成しました。日本共産党県議団としては、この議会共通マニュアルをベースにするとともに、「政務調査費本来の目的」に沿って、日本共産党県議団の従来の考え方そのものも厳しく自己点検し、見直しを行いました。その主なものを以下記しておきます。

【資料購入費】

· 政党の機関紙誌や市民運動団体の機関紙・誌などは対象から外しました。そして、議会での論戦に直接役立てているもののみに限定し、その政務調査活動への活用状況を公表しました。

【広報費】

· ニュースの中に掲載している政務調査活動以外の内容（政治活動、後援会活動、相談活動など）の占める面積を各号ごとに計算し、その割合で按分しました。

· ニュース発送のための封筒代、郵送料、作業手数料も全て前記の割合で按分しました。
　【事務所費】

· 事務所は、当然政務調査活動以外の議員活動や後援会活動にも利用します。利用実態に応じて按分するとともに、実態が客観的に証明できないものは、50％の按分もしくは政務調査費の対象から除外しました。

【人件費】

· 団長を事業主とする事業所として旧社会保険事務所・労働局に届出し、出勤簿・賃金台帳などを整備して、「賃金支払い」の透明性を高めました。

· 会派には事務局員が2人います。その内の事務局長は原則「政務調査活動専任」としており、従来は政務調査費から９０％を支給してきましたが、勤務実態を客観的に明らかにすることが困難であることから、今回から政務調査費からの支出を５０％にしました。
· もう一人の事務局員は、政務調査費の事務が中心ですが、他の業務もあり50％の按分としました。

6. 前記の事務局員の雇用も含めて団全体で共有している政務調査活動は、各議員が「会費」を拠出して運営しています。これは他の会派も同様です。しかし、この「会費」制度は大きな問題を孕んでいます。この「会費」が支出全体に占める割合は大きいにもかかわらず、「1万円超の支出」でも「会費」内の支出であれば領収書を公表しなくても済む仕組みとなっています。そこで、日本共産党県議団としてはその団共通の経費の資料についても、県議団として1円以上の領収書を自主公表しています。
7. 今回から初めての試みとして「政務調査費を使っての委託研究活動」に取り組みました。県政を揺るがすような大きな問題では、学者・専門家の力を借りて議論することは県議会での論戦の上で極めて意義あることだと考え、09年度は次の2件を調査専門集団に研究委託しました。
　【吉備高原都市・住宅供給公社問題】
· 50億円を越す債権放棄で「終了」した「吉備高原都市・住宅供給公社問題」ですが、長野（前知事）県政以来のテクノポリス構想などの研究が必要であり、岡山県自治体問題研究所に委託しました。

· 委託研究の成果物、委託契約書などは公表しています。

　【苫田ダム完成後5年の検証】

· 県政を二分した苫田ダムが完成して5年が経過しました。治水・利水・環境など多方面からの検証には、専門的な知見が必要であり、京都で活躍する専門家集団「国土問題研究会」に委託しました。

· 委託研究の成果物、委託契約書などは公表しています。

· 委託先の研究団体と私たち県議団の調査費の混同を避けるために、県議団の交通費などは委託研究費から分離し、さらに当然のこととして、懇親会などは会費制として、委託研究費からは支出しないようにしています。

8. 今後の課題

· 「1万円超」という限界はあるものの、全県会議員の政務調査費が初めて県民のみなさんのチェックを受けることとなります。政務調査活動は議員が議員として活動する上で極めて重要な活動ではありますが、その支出は県民の税金であり、1円たりとも不適正で不透明なことがあってはならないというのが、私たちの基本的な立場です。
· 今回の公表を通じて、県民の皆さんのご指摘をいただきながら、いっそうの改善を図る決意です。

以上
